
１　総括

住民基本台帳人口　 歳出額　 実質収支 人件費 人件費率
（年度末） Ａ Ｂ （Ｂ／Ａ）

１９．３．３１　　　　人 千円 千円 千円 ％ ％

32,482 13,258,601 282,812 2,832,181 21.4 20.4

職員数 一人当たり給与費 (参考）類似団体平均

Ａ　　 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ (B/A) 一人当たりの給与費

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

286 1,126,450 209,566 470,378 1,806,394 6,316 6,201

　　　２　給与費は予算に計上された額です。（退職手当は除く）

平成１９年度 平成１４年度
相生市 94.3 95.3
類似団体平均 94.6 98.8
全国市平均 97.9 101.2

採用者 退職者

職員数 347 12 28 331

平成18年 平成19年
議　　　会 4 4 0
総務企画 57 53 △ 4
税　　　務 19 20 1
民　　　生 30 25 △ 5
衛　　　生 50 48 △ 2
農林水産 11 12 1
商　　　工 3 4 1
土　　　木 29 27 △ 2

教　　　育 53 50 △ 3
消　　　防 39 39 0
小　　　計 92 89 △ 3

病　　　院 33 33 0
下 水 道 11 8 △ 3
そ の 他 8 8 0
小　　　計 52 49 △ 3

（注）　上記の職員数は、一般職に属する職員数（教育長除く）で、臨時職員等は除いています。

普通会計部門 295 282 △13

△ 16

事務の統廃合縮小による

〈参考〉
人口１万人当たりの職員数　59.42人小　　　計 203 193 △ 10

　市職員の給与や職員数、勤務条件などについてお知らせします。この公表は、　「相生市人事行政の運営等の状況の公表に
関する条例」に基づくもので、人事行政の運営状況を市民の皆さんにお知らせし、その公平性と透明性を高めることを目的として
います。　※詳しい内容については、市ホームページをご覧下さい。
お問い合わせは、総務課職員係へ（ＴＥＬ　23-7126　ＦＡＸ　22-6439）

増減数 主な増減理由

Ｈ１９．４．１現
在

給　　与　　費

　（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

1８年度

（参考）17年度の人件費
率

　（１）人件費の状況（普通会計決算）

（注）人件費には、市長、議員等特別職に支給される給料、報酬等を含みます。

区分

　(２）部門別職員数の状況と主な増減理由

１　職員の任免及び職員数に関する状況
　（１）　職員の採用・退職の状況

Ｈ１８．４．１現在
Ｈ１８．４．２～Ｈ１９．４．１

職員数

（注）１　特別職は除きます。　

区分

（各年４月１日現在）
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347 331

事務の統廃合縮小及び欠員補充による

事務の統廃合縮小による

人口１万人当たりの職員数　101.90人

〈参考〉
人口１万人当たりの職員数　86.82人

（類似団体の人口１万人当たりの職員数87.33人）

〈参考〉

区分

１９年度

※　平成１９年４月１日現在、国の給与水準を100として、相生市の給与水準を比較するラスパイレス指数は94.3で、県下29市
　位であり、全国市平均と比較してもかなり低い水準となっています。
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相生市の給与・定員管理等について

　（３）ラスパイレス指数の状況

（類似団体の人口１万人当たりの職員数63.35人）
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区分 ２０歳未満 ２０歳～２３歳 ２４歳～２７歳 ２８歳～３１歳 ３２歳～３５歳 ３６歳～３９歳

職員数 1人 9人 17人 30人 30人 26人 （横につなげます）

４０歳～４３歳 ４４歳～４７歳 ４８歳～５１歳 ５２歳～５５歳 ５６歳～５９歳 ６０歳以上 計

15人 35人 46人 60人 62人 0人 331人

平成１７年４月１
日職員数

平成２２年４月１
日職員数

純減数 純減率

354人 313人 41人 11.6%

　（人数）

　　　　　　　　　（年度）

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額
45.5歳 172人 345,000円 410,527円

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額
44.2歳 － 364,142円 474,770円

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額
40.7歳 － 325,724円 －

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額
44.4歳 － 342,551円 415,057円

平均給料月額
（Ａ）

50.4歳 36人 296,300円 336,691円

平均給料月額
（Ａ）

50.3歳 22人 304,300円 352,976円

平均給料月額
（Ａ）

49.2歳 5人 208,800円 217,524円

平均給料月額
（Ａ）

47.8歳 1,099人 348,444円 423,412円

平均給料月額
（Ａ）

48.8歳 5,193人 287,094円 －

平均給料月額
（Ａ）

48.4歳 33人 281,111円 315,505円
※１　平均給与月額は、給料と各種手当（職員手当）の合計額を平均したものです。
※２　平均給与月額（国ベース）は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当等の手当が含まれて

一般行政職

一般行政職（兵庫県）

一般行政職（国）

一般行政職（類似団体）

平均給与額（国ベース）
383,541円

技能労務職全体（国）

329,941円
技能労務職（学校給食員）

平均給与月額（国ベース）

平均給与額（国ベース）
378,262円

技能労務職全体（類似団体）

平均年齢 職員数 平均給与月額

平均給与月額（国ベース）平均年齢

215,100円

391,872円

297,322円

　　いないことから、比較のため国家公務員と同じベースで計算したものです。

平均給与月額（国ベース）

320,514円

平均給与月額（国ベース）

平均年齢

平均給与月額

平均給与額（国ベース）
424,983円

職員数 平均給与月額

職員数 平均給与月額※１

技能労務職全体（兵庫県）

技能労務職（全体）

平均給与月額（国ベース）※２平均年齢

技能労務職（清掃員）

平均給与月額（国ベース）平均年齢 職員数

319,402円

平均給与月額

職員数 平均給与月額

平均年齢 職員数

　（３）職員の平均給料月額、平均給与月額および平均年齢の状況（平成18年４月１日現在）

　　イ　第３次定員適正化計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注）　第２次定員適正化計画では、職員数を平成１１年度の417人に対して、平成17年度までに16人の実員の削減を図ることを
目標としていましたが、結果47人（11.7％）の削減となっています。

　平成１７年４月１日現在の職員数３５４人を基準として、平成１８年度から平成２２年度の５年間を計画期間とするもので、平成２２年４月１日の目標数
値を３１３人（４１人、１１．６％削減）とし、計画的に職員数の削減を図ることとしています。

　(３）年齢別職員構構成の状況（平成１９年４月１日現在）

　　ア　基本方針

　(４）定員適正化計画の数値目標および進捗状況

　地方分権の推進に伴う事務事業の増大や少子高齢化社会の進展など、今後、ますます複雑化・多様化する行政需要に的確に対応していくため、更な
る事務事業の見直しをはじめ、民間能力の有効活用や組織機構の見直しを行い、簡素で効率的な行政体制の確立を図っていきます。

２　職員の給与の状況

平均給与額（国ベース）
389,929円

　(５）職員数の推移
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平均給与月額
相生市 民間
（Ｃ） （Ｄ）

清掃職員 廃棄物処理業作業員 43.3歳 299,800円 1.18 5,774,307円 4,192,600円 1.38
学校給食員 調理師 40.4歳 253,300円 0.86 3,398,256円 3,478,600円 0.98

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

兵庫県 国
採用２年経過日
給     料     額

大学卒 176,800円 188,300円 180,400円 179,200円

高校卒 142,800円 152,500円 145,400円 138,400円

高校卒
－ 141,500円 135,600円

中学校卒
－ 128,700円 －

経験年数 経験年数 経験年数
１０年 １５年 ２０年

大学卒 268,500円 317,000円 331,800円

高校卒 210,700円 258,600円 303,000円

１年前の構成比５年前の構成比

７級 部　　長 8人 4.7% 2.2% 6.4%

６級 21人 12.2% 14.0% 11.8%

５級 22人 12.8% 12.9% 8.8%

４級 課長補佐 29人 16.9% 17.9% 12.2%

３級
係　　長
主　　任

64人 37.2% 35.2% 28.4%

２級
主　　事
技　　師

25人 14.5% 15.6% 27.0%

１級
主　　事
技　　師

3人 1.7% 2.2% 5.4%

計 172人 100.0% 100.0% 100.0%

　　　３　給与構造改革により、平成１８年度から旧給料表の３級・４級が統合され新３級となり、８級制から７級制へ給料表の
　　　　　級区分が変更されています。

右記以外の職員
　勤務成績が極めて良好である職員 Ａ ８号給以上

　勤務成績が特に良好である職員 Ｂ ６号給
　勤務成績が良好である職員 Ｃ ４号給（２号給）
　勤務成績がやや良好でない職員 Ｄ ２号給（０号給）
　勤務成績が良好でない職員 Ｅ ０号給

①期末手当・勤勉手当の状況
兵庫県

2,039,000円

期末手当 勤勉手当
　６月期 1.40月分 0.725月分
１２月期 1.60月分 0.725月分
計 3.00月分 1.45月分

（1.60月分） （0.75月分）

技能労務職

※　技能労務職員については、資格や年齢により初任給が異なるため、算定ができません。

135,600円～
※

※資格、年齢等により決定初任給は異なる。

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成16年～18年の3ヶ年平均）調理師は兵庫県の平均値、
清掃員は全国の平均値です。

区分

民間

昇給区分
昇給の号級数

３号給
２号給（１号給）

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況

※（　　）は、上記（６）一般行政職の級別職員数の状況の表中５級の職にある者のほか、規則で定めら
れた管理職以上の職員に適用されます。

５５歳を超える職員

１号給（０号給）
０号給

　勤務成績が良好な職員
　勤務成績が良好でない職員

　期末手当及び勤勉手当は、民間企業のボーナスにあたるものです。期末手当は６月１日及び１２月１
日（これらの日を基準日といいます。）にぞれぞれ在職する職員の在職期間に応じて支給され、勤勉手
当は基準日にそれぞれ在職する職員に対し、基準日以前６ヵ月以内の期間におけるその者の勤務成
績に応じて、以下のとおり支給されます。また、平成１８年度における支給割合等は過去１年間の民間
企業のボーナス支給実績を反映した結果となっています。

　勤務成績が特に優秀な職員
　勤務成績が優秀な職員

100分の86以上100分の145以下

100分の71
100分の71未満

　（６）一般行政職の級別職員数の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （平成1９年４月１日現在）

（Ｂ）

決定初任給

年収ベース（試算値）の比較

Ｃ／Ｄ
Ａ／Ｂ

参考

一般行政職

区　　分
相生市

対応する民間
の類似職種

参考
区分 職員数 構成比

標準的な
職務内容

　（４）職員の初任給の状況（平成１９年４月１日現在）

決定初任給 決定初任給

平均年齢

一般行政職

　（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１９年４月１日現在）

区　　分

職制上の段階、職務の級等による加算措置　　有

（注）１　相生市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

勤務成績

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤
勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

国

（１人当たりの平均支給額（平成18年度決算）
1,674,700円 －

同じ 同じ

相生市

課　　長

　（７）昇給への勤務成績の反映状況

４号給以上

　職員の昇給は、毎年１月１日を基準日として、同日前１年間におけるその者の勤務成績に応じて行う
こととしています。そして、職員を昇給させるか否か及び昇給させる場合の昇給の号給数は、同日前１
年間の全部を良好な成績で勤務した職員の号給数を４号給とすることを標準として以下に定める基準
に基づき決定しています。

　（８）職員手当の状況

（１８年度支給割合）

100分の78.5以上100分の86未満



②退職手当の状況（平成１９年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続20年 23.50月分 30.55月分 勤続20年 23.50月分 30.55月分
勤続25年 33.50月分 41.34月分 勤続25年 33.50月分 41.34月分
勤続35年 47.50月分 59.28月分 勤続35年 47.50月分 59.28月分
最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分
　その他の加算措置 　その他の加算措置
　　定年前早期退職特例措置（2%～20%加算） 　　定年前早期退職特例措置（2%～20%加算）
　　（勧奨退職時特別昇給　４号給）
　１人当たり平均支給額

20,921千円

③地域手当の状況(平成１９年４月１日現在）
3%
286人
0%

（注）支給職員１人当たり平均支給年額は、平成１８年度における調整手当の額です。

④特殊勤務手当の状況（平成１９年４月１日現在）
24.8%
82千円

手当の種類（手当数） 12
手当の種別 区分 支給額

差押調書1件に 100円

1人1日につき 200円
感染症防疫作
業従事手当

1人1件につき 300円

社会福祉事業
手当 1人1日につき 150円

1人につき月額
1,000,000円以

内

深夜における勤
務時間が4時間
以上である場合
1人勤務1回に
つき

3,300円

深夜における勤
務時間が2時間
以上4時間未満
である場合
1人勤務1回に
つき

2,900円

深夜における勤
務時間が2時間
未満である場合
1人勤務1回に
つき

2,000円

死体取扱手当 1人1件につき 1,000円

1人1日につき 800円
1人1日につき 600円
1人1日につき 600円
1人1件につき 3,000円
1人1件につき 1,000円

消防作業従事
手当

1人作業1回に
つき

300円

1人業務1回に
つき

150円

1人業務1回に
つき

100円

勤務時間が2時
間以上の場合
1人業務1回に
つき

440円

勤務時間が2時
間未満の場合
1人業務1回に
つき

350円

放射線取扱手 1人につき1日 100円
自動車整備管
理者　1人につ
き月額

2,000円

自動車整備管
理補助者　1人
につき月額

1,000円

夜間通信業務
従事手当

自動車整備手
当

清掃作業従事
手当

市税事務従事
手当

医療業務従事
手当

行旅死病人取
扱手当

救急業務従事
手当

正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が深夜において行われる看護等
の業務に従事した病棟に勤務する看護師

市民病院入院患者が死亡した場合、その死体を取り扱う市民病院勤務の看護
師及び自動車を運転する職員

し尿収集作業、し尿処理作業に従事した職員
塵芥収集作業、塵芥処理作業に従事した職員
汚泥収集作業に従事した職員
行旅死亡人の取扱いに従事した職員
行旅病人の取扱いに従事した職員

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度普通会計決算）

支給を受ける者

物件の差押又は捜索の事務に従事した職員

社会福祉法(昭和26年法律第45号)の規定に基づき、保護、育成又は更正の措
置を要する者等の家庭を訪問し、これらの者に面接した職員

診療に従事した医員

国相生市

(１８年度普通会計決算）
119千円

支給職員１人当たり平均支給年額

職員全体に占める手当支給職員の割合

差押物件の引揚事務に従事した職員
感染症防疫に従事する職員が感染症が発生し、又は発生するおそれがある場
合において感染症患者若しくは感染症の疑のある患者の救護若しくは感染症
の病原体の附着の危険がある物件の処理作業に従事した職員又は感染症の
病原体を有する家畜若しくは感染症の病原体を有する疑のある家畜に対する
防疫作業に従事した職員

　支給率
　支給対象職員数
　国の制度（支給率）

　（18年度退職者 普通会計平均額）

放射線の取扱いに従事した職員
自動車の点検及び整備並びに管理に従事した職員

消火若しくは延焼の防止又は人命救助その他消防活動に従事した職員

災害により生じた事故又は屋外若しくは公衆の出入りする場所において生じた
事故による傷病者で、医療機関その他の場所へ緊急に搬送する必要のあるも
のを、搬送する業務に従事した救急救命士

災害により生じた事故又は屋外若しくは公衆の出入りする場所において生じた
事故による傷病者で、医療機関その他の場所へ緊急に搬送する必要のあるも
のを、搬送する業務に従事した職員

消防職員のうち、交替制勤務を正規の勤務として午後10時から翌日の午前5時
までの間に通信業務に従事した職員



⑤時間外勤務手当の状況

⑥管理職手当の状況

⑦その他の手当の状況（平成１９年４月１日現在）
国 支給実績

配偶者　　 13，000円/月

扶養親族　一人につき6，000円/月

（注）支給実績及び職員１人当たり平均支給年額は、平成１８年度普通会計決算より算出しています。

期末手当
　６月期 2．125月分
１２月期 2．325月分
計 4．45月分

期末手当
　６月期 2．125月分
１２月期 2．325月分
計 4．45月分

１期の手当額） （支給時期）

（注）　１　給料の（　　　）内は、減額措置を行う前の金額です。
　　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年）勤めた場合
　　　　　における退職手当の見込額である。
　　　　３　副市長については、平成１９年４月１日から助役から名称が変更されています。

143千円
職員１人当たり平均支給年額

平成１８年度

平成１７年度

支給総額（普通会計決算）
42,902千円

59,180千円
支給総額（普通会計決算）

197千円

同じ

職員１人当たり平均支給年額

同じ

職員１人当たり平均支給年額

　（９)特別職の報酬等の状況　　　　　　

市　長

平成１８年度
支給総額（普通会計決算） 職員１人当たり平均支給年額

45,528千円 506千円

平成１７年度
支給総額（普通会計決算） 職員１人当たり平均支給年額

44,333千円 498千円

交通機関利用者　55，000円/月を限度

通勤手当

住居手当
借家27，000円/月を限度

　　　2，000円～24，500円/月

自動車等利用者（2㎞以上）

相生市

持家　取得後5年間　2,500円/月

　ただし16歳～22歳まで5，000円加算

扶養手当

市　長
助　役

議　長
副議長
議　員

給料

報酬 副議長

議　員

副市長

区　　分

820,000円
(912,000円）
718,000円

（18年度支給割合）

（18年度支給割合）

(参考）類似団体における最高／最低額

392,000円

503,000円議　長

242千円

期末手当

431,000円/ 255,000円

給料月額等

58千円

174千円

431,000円

36,562千円

(756,000円）

528,000円/ 310,000円

462,000円/ 275,000円

989,000円/ 405,000円

816,000円/ 320,000円

市　長

副市長
退職手当

任期毎

任期毎

（注）平成20年1月1日から平成23年3月31日までに退職する市長及
び副市長の退職手当の額は、市長にあっては10％、副市長にあっ
ては5％を乗じて得た額を減じた額とすることとしています。

（算定方式）

給料月額×在職年数×4.95 16,236,000円

給料月額×在職年数×3.15 9,046,800円

（平成19年４月１日現在）

6,792千円

11,978千円

同じ



３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況  

（１） 一般職員の勤務時間の状況（一般的な市役所勤務の場合） 

１週間の勤務時間 ４０時間 

  時間 開始時間 終了時間 

勤務時間 ８時間 8 時 30 分 17 時 15 分 

休憩 ４５分 12 時 15 分 13 時 00 分 

    

（２） 一般職の年次休暇の状況（平成１8 年分）  

年次休暇 １年を通じ２０日以内 

平均取得日数 ９日 

 

（３） 特別休暇等の種類と日数  

種  類 日    数 

公傷病休暇 ３年以内 

私傷病休暇 ９０日以内 

予定日以前８週間（多胎妊娠 14 週間） 
産前及び産後の休暇 

出産日後８週間 

育児時間 1 日 2 回それぞれ 30 分以内 

生理休暇 2 日以内 

結婚休暇 5 日以内 

配偶者の出産休暇 2 日以内 

男性職員の育児参加休暇 ５日以内 

忌引休暇 7 日以内   

夏季休暇 3 日以内 

ボランティア休暇 5 日以内 

子の看護休暇 ５日以内 

組合休暇（無給） ３０日以内 

介護休暇（無給） 連続する６月以内 



 

（４） 育児休業の取得状況（平成１８年度）  

男性 女性 計 

－ ６人 ６人 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況   

（１） 分限処分者数（平成１８年度）   

分限の種類 休職 降任・免職 

人数 ２人 ０人 

処分事由 心身の故障による － 

※ 分限とは、公務員は公共の利益のために誠実に職務が遂行することができるよう、身分は法律で

保障されています。しかし、本来その職に適さない者、病気のため長期の療養が必要な者などまで身

分を保障することは、公務能率を阻害することになります。そこで、特定の事由に該当する場合は、身

分保障を行わないものとし、その身分保障の限度を定めたものが「分限」です。 

（２） 懲戒処分者数（平成１８年度）   

懲戒の種類 戒告・減給・停職・免職 

人数 ０人 

処分事由 － 

※ 懲戒とは、職員の服務義務違反に対して、公務秩序維持のために、職員の道義的責任を追求し、

科する処分です。 

５ 職員の服務の状況   

 地方公務員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行にあたっては、

全力を挙げてこれに専念しなければならないと法律で定められています。職務を遂行する上で職員が

守るべき義務は、次のとおりです。 

（１） 法令等及び上司の職務上の命令に従う義務  

 職員は、その職務を遂行するにあたって、法令、条例規則、上司の職務命令に忠実に従わなければ

なりません。  

（２） 職務に専念する義務   

 職員は、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のために用い、その職務にの

み従事しなければなりません。 

（３） 信用失墜行為の禁止   



 職員は、その職の信用を傷つけ、または職員全体の不名誉となるような行為をしてはいけません。 

（４） 秘密を守る義務   

 職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはいけません。 

（５） 政治的行為の制限   

 職員は､政党その他の政治団体の結成に関与したり、役員になったり、これらの構成員になるよう、ま

た、ならないよう勧誘してはいけません。 

（６） 争議行為の禁止   

 職員は、争議行為（ストライキ）をしてはいけません。 

（７） 営利企業等の従事制限   

 職員は、許可なしに営利を目的とする会社その他の団体等の役員を兼ね、または、自ら営利を目的

とする企業を営み、または、報酬を得ていかなる事業・事務に従事してはいけません。 

 
 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況   

（１） 平成１８年度職員研修の状況   

 職員一人ひとりが、全体の奉仕者であることを改めて自覚し、意欲をもって職務に取り組み、住民

に身近な行政サ－ビスの担い手としての心構えや効率的な行政運営を行うための経営感覚を身に

つけるため、様々な研修を行っています。  

平成１８年度の職員研修の状況 

研修名・派遣研修機関 受講人数 

市単独研修 

新任職員研修 ５人

行政実務研修（１） １４人

行政実務研修（２） ３７人

人権研修 全職員

政策課題研究 １２人

一般職研修（業務遂行能力） ２０人

監督職研修（コーチング） ２３人

管理職研修（人事考課） ２７人



管理職研修（講演会） ５１人

国内派遣研修 ２人

計 １９１人

派遣研修 

兵庫県自治研修所 ２９人

兵庫県自治協会 １５人

播磨自治研修協議会 ２５人

西播広域行政協議会 １２人

全国市町村国際文化研修所 ２人

市町村職員中央研修所 ４人

電源地域振興センター １人

自治大学校 １人

陸上自衛隊姫路駐屯地 ３人

その他 １人

計 ９３人

合計 ２８４人

 
 

（２） 勤務成績の評定の状況 

  相生市では、職員の能力開発及び人材育成に資することを目的とし、他都市に先駆け従来から全職

員（一部教育職を除く。）を対象に勤務成績の評定を行っています。その結果は、人事異動、昇任、給料

（昇格・昇給）、勤勉手当（ボ－ナス）に的確に反映しています。なお、階層別の評定項目は、以下のとおり

です。 

階層別評定項目 

部課長級 課長補佐・係長級 

  組織管理能力   知識・技能 

能力 対人能力 能力 政策形成能力 

  政策形成・判断能力   対人能力 

  部下指導能力   組織管理・部下指導能力 



公務員倫理 公務員倫理 

人権感覚（国際感覚的要素加味） 人権感覚（国際感覚的要素加味） 

自己成長意識 自己成長意識 
意識行動 

市民感覚 

意識行

動 

市民感覚 

業務処理実績（業務遂行能力） 業務処理実績（業務遂行能力） 
業績 

業務改革実績（コスト・改革意識） 
業績 

業務改革実績（コスト・改革意識） 

一般職  技労職  

  知識・技能   体力 

能力 理解力 能力 機敏さ 

  表現力・正確性   熟練 

  対人能力   知識・技能 

公務員倫理   理解力 

人権感覚（国際感覚的要素加味） 協調性・勤勉性 

自己成長意識 注意力・安全観察 
意識行動 

市民感覚 

意識行

動 

市民感覚・公務員倫理 

業務処理実績（業務遂行能力） 業務処理実績（業務遂行能力） 
業績 

業務改革実績（コスト・改革意識） 
業績 

業務改革実績（改革意識） 

 
 
７ 職員の福祉及び利益の保護の状況      

        

（１） 職員の健康管理に関する事業の実施状況（平成１８年度）    

  職員の健康保持と疾病予防のため、相生市職員安全衛生管理規程第１７条の規定に基づき、 

 職員の健康診断を定期的に行っています。      

        

区  分 受診者数      

定期健康診断 ２２７人      

特別健康診断   ７人      

        

（２） 公務災害及び通勤災害の発生状況（平成１８年度）     

  災害補償制度は、職員が公務上の災害（負傷、疾病、障害及び死亡）又は通勤よって災害を 

 受けた場合に、その災害によって生じた損害の補償と、被災職員及びその遺族の援護など必要 



 な事業を行うことを目的としています。      

  災害の認定及び補償については、地方公務員災害補償基金兵庫県支部が行っています。 

           

災害区分（認定） 認定件数     

公務災害 ０件      

通勤災害 ０件      

計 ０件      

 
 

（３） 職員の福利厚生の状況 

 職員の福利厚生制度として、地方公務員法第４２条の規定に基づき、相生市職員共済会を設置

し、会員の会費及び市からの補助金等により事業を行っています。主な事業は下記のとおりです。

【予算額、補助金、会費等について】  

共済会予算額 21,800 千円 （平成１８年度比 △1,500 千円 △6.4％） 

公費補助額 7,000 千円 （平成１８年度と同額）  

会費額 11,200 千円 給料の 0.9％ 

その他収入額 3,600 千円 手数料、行事参加負担金等 

会員数 309 人 平成１９年４月１日現在 

【各種事業について】  

種    別 事業名 備考 

弔慰金 

出産見舞金 

病気見舞金 

結婚祝金 

入学祝金 

結婚記念祝金 

退会給付金 

研修給付費 

給付事業 

特症給付金 

財源は､全額会費により運営 



特定給付金  

団体定期保険費 

 

健康増進事業 

リフレッシュ事業 

イベント協賛事業 

クラブ活動推進事業 

福利厚生事業 

厚生事業 

財源は､会費及び市補助金等により運営 

 
 

８ 公平委員会の状況  

平成１８年度における業務の状況 

勤務条件に関する措置の要求件数 ０件

不利益処分に関する不服申立て件数 ０件
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